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独立行政法人森林総合研究所 平成２５年度計画

平成26年2月6日変更

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第３０条第１項の規定に基づき、平

成２３年３月３１日付けをもって認可（平成２３年６月３０日変更認可）された独立行政

法人森林総合研究所（以下「研究所」という。）中期計画を達成するため、同法第３１条

の定めるところにより、次のとおり平成２５年度の業務運営に関する計画を定める。

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

１ 研究開発の推進

「森林・林業・木材産業分野の研究・技術開発戦略」（平成２４年９月林野庁策定）

に示された、森林・林業政策上の優先事項を踏まえ、以下のＡからＩに掲げる９課題を

重点的に推進する。特に、放射性物質による森林や林産物への影響把握と対策立案への

寄与、木材の利用拡大に向けた技術開発等に積極的に取り組む。

また、研究開発を支える基盤的な知見を収集・蓄積するとともに、林木育種を積極的

に推進するなどの観点から林木等の遺伝資源の収集、保存及び配布並びに種苗等の生産

及び配布を行う。

(1) 森林・林業の再生に向けた森林管理技術・作業体系と林業経営システムの開発

Ａ 地域に対応した多様な森林管理技術の開発

国産材の持続的生産のため、低コスト再造林システムの提案に向けて、特に多雪

地域におけるコンテナ苗の有効性を明らかにする目的でコンテナ苗と普通苗の植栽

後の成長特性を解析し、相違を明らかにする。また、長伐期施業林へ誘導する際の

将来木選定のガイドラインを、間伐手法別の成長予測とコスト評価をもとに作成す

る。

森林の有する多面的機能の持続的発揮を確保するため、帯状伐採による森林機能

の変化を評価する。また、地域主体での資源利用を通して里山林を維持管理するた

めのマニュアルを作成する。

Ｂ 国産材の安定供給のための新たな素材生産技術及び林業経営システムの開発

路網整備と機械化等による素材生産の低コスト化や安全性の向上に向けて、地形

等の条件に応じた先進的機械作業システム適用の評価手法を開発する。また、伐出

作業時の防護服着用による労働災害防止効果の試算をもとに、防護服導入による経

営上の効果を明らかにする。

地域の伐採計画策定のため、群馬県下を対象とし、地域林業を形成する生産要素
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に基づいた木材生産量の予測手法を開発する。原木需給のコーディネート機能が発

達している欧州の原木流通との比較解析から、わが国の国産材安定供給に向けた原

木流通の課題を抽出する。

(2) 林業の再生に対応した木材及び木質資源の利用促進技術の開発

Ｃ 木材の需要拡大に向けた利用促進に係る技術の開発

大径材利用促進のため、平角等の乾燥技術を開発し、効率的な製材生産システム

を設計する。効率的な加工システムの構築のため、仕上がり含水率を非破壊的に予

測する手法を開発する。木材への放射性物質の移動実態についての調査・研究を継

続し、その分析を行う。

住宅・公共建築物等の木造・木質化に向けた高信頼・高快適化を図るために、ク

ロスラミネーティッドティンバー（CLT）の開発と JAS 化のためのデータ整備を

行う。製材・木材小試験体・ラミナを統合した強度データベースを完成させる。さ

らに、被験者の対象年齢等属性を広げた自律神経系や中枢神経系活動などの生理応

答データに基づいて、木材の快適性評価技術を高度化する。

Ｄ 新規需要の獲得に向けた木質バイオマスの総合利用技術の開発

木質バイオマスの熱利用機器（薪ボイラー）を山村地域へ普及させた場合の CO

2削減効果を明らかにする。ヤナギ超短伐期栽培技術にかかるコストとリスクを

整理し、植栽コストを試算する。

木質バイオマスに物理処理と酵素処理を併用することにより、ファイバー長800

nm 以上のセルロースナノファイバーを高収率で製造するナノ化技術を開発する。

セルロースとケイ素化合物を組み合わせて、新規な高性能複合フィルム素材を開発

する。機能性リグニン製品の開発に向けて、誘導体化工程に掛かる薬剤コストを半

減する技術を開発する。

(3) 地球温暖化の防止、水源の涵養、国土の保全、生物多様性の保全等の森林の機能発
かん

揮に向けた研究

Ｅ 森林への温暖化影響評価の高度化と適応及び緩和技術の開発

東南アジアの各試験地において得られたデータを用いて、環境傾度（温度や撹乱

履歴など）の違いによる炭素動態の特性を解明する。さらに森林動態および炭素蓄

積に関するデータを公開する。森林群落レベルでのオゾン吸収量推定値とフラック

ス測定による CO2吸収量との関係から森林群落レベルのオゾン影響を解明する。

ブラジル中央アマゾンを対象として、1000プロットを超す森林インベントリ調査

と広域衛星データのスケールアップによる森林炭素蓄積量の広域評価手法を開発す

る。また、高分解能衛星や衛星レーザーなどの衛星技術を用いて、立地環境・発達

段階の異なるマングローブ林における炭素蓄積の高精度把握手法を開発する。

Ｆ 気候変動に対応した水資源保全と山地災害防止技術の開発
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森林の水循環過程を解明するために、クローズドチャンバー法による林床面蒸発

の測定手法を開発するとともに、林冠の降雨遮断特性を多様な森林群落で比較する

ことにより、蒸発量の変動要因を明らかにする。森林流域における降雨水質および

渓流水質の長期観測に基づき、森林流域の水質の変動特性を明らかにする。森林に

おける放射能汚染の調査・研究を継続して、森林生態系の放射性セシウム動態を明

らかにする。

津波軽減効果の高い海岸防災林造成技術を開発するため、樹木を並べた状態を対

象とした水理実験を行ない、流水に対する林帯の抗力係数と単木の抗力係数との関

係を明らかにする。雪崩の発生条件の解明のため、積雪変質モデルを用いて発生区

の積雪を推定し、雪崩の滑り面の雪質やその形成過程を明らかにする。積雪地域の

地すべり災害の予測精度を向上するため、伏野地すべり地の土塊が積雪荷重や地震

動によって圧縮沈下する過程を観測によって明らかにする。

Ｇ 森林の生物多様性の保全と評価・管理・利用技術の開発

森林内で増えすぎたニホンジカ個体数の低減を図るため、一時的な給餌によりシ

カを誘引し効率よく捕獲除去する手法を開発する。マツ材線虫病の発病機構に関わ

る病原および宿主の生体分子の挙動等を明らかにする。

生物多様性保全に配慮した持続可能な森林管理手法を開発するため、管理による

生物多様性の変動を予測する森林生物多様性変動シミュレーターを開発する。レブ

ンアツモリソウをモデルとして、絶滅危惧種の現地内保全技術を高度化し、自生地

復元技術を開発する。

(4) 林木の新品種の開発と森林の生物機能の高度利用に向けた研究

Ｈ 高速育種等による林木の新品種の開発

検定の進捗状況を踏まえ、概ね５０品種を目標として幹重量の大きいカラマツ品

種等の新品種を開発するとともに、エリートツリーの開発を推進するため、検定林

データの収集、候補木の選抜、人工交配等を進める。

林木育種の高速化を図るため、早期選抜に用いるＤＮＡマーカー開発に必要なス

ギのＤＮＡ情報及び材質データの取得を進めるとともに、材の密度の遺伝性を解明

する。さらに、材の剛性に強く影響するミクロフィブリル傾角の効率的な測定手法

の開発を行う。

生育環境への適応性を解明するため、スギの広域での産地試験を進める。また、

テリハボク及びメリアの品種開発に向け、台湾、太平洋共同体事務局（ＳＰＣ）、

ケニアとの共同研究に基づき試料の収集を行うとともに、DNA マーカーによって

テリハボクの天然集団の遺伝変異を解明する。さらに、テリハボクの検定林におい

て枝の数や長さに関する家系間変異を解明する。

Ｉ 森林遺伝資源を活用した生物機能の解明と利用技術の開発
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林木のジーンバンク機能を充実させ利用を促進するため、スギを対象に、地理

・環境・遺伝等の情報により遺伝資源を評価し、母集団の持つ変異を少数の系統

で代表できる情報量の多いコアコレクション（代表的な品種・系統のセット）

を作成する。

スギ有用形質の効率的選抜に有効な DNA マーカーを開発するため、ゲノムワ

イドアソシエーション解析を行い、形質や地域環境に関連した遺伝子を同定する。

スギ精英樹の遺伝子型データと形質データから、将来のスギ優良個体選抜のため

のゲノミックセレクションのモデルを開発する。

樹木及び有用微生物のゲノム情報の充実を図るため、マツタケゲノムの基盤整備

を進める。スーパー樹木の開発に向けて、高バイオマス生産性や高ストレス耐性を

付与した組換えポプラを作製し、それらの評価系を開発する。LED 照明を利用し

たきのこ生産の高度利用技術の普及に必要な技術マニュアルの作成、微生物機能を

用いたリグニンからの有用物質変換に関わる酵素遺伝子を単離する。

バイオテクノロジーの育種への利用技術を開発するため、雄性不稔遺伝子を

導入した組換えスギの成長特性等形質の評価を行う。組織培養により再生させ

た薬用機能性樹木ワダツミノキの順化手法を解明し、機能成分を高含有す

る個体の選抜に向け、クローン間での成分生産量を比較する。

(5) 研究基盤となる情報の収集・整備・活用の推進

各地の収穫試験地や固定試験地における森林の成長や動態のモニタリング、森林理

水試験施設等における水文及び水質や積雪等のモニタリング、また、木本植物標本の

収集を継続する。各種標本・データを適切に保管し、新たに得られた情報をデータベ

ースに加え公開する。

(6) 林木等の遺伝資源の収集、保存及び配布並びに種苗等の生産及び配布

ア 林木遺伝資源の収集、保存及び配布

貴重な林木遺伝資源及び育種素材の確保のため、スギ等の育種素材として利用価

値の高いもの、タチバナ等の絶滅危惧種・天然記念物等で枯損の危機に瀕している

もの、その他森林を構成する多様な樹種について、概ね１，２００点を探索・収集

する。また、生息域内外における林木遺伝資源の適切かつ効率的な保存に努め、増

殖・保存した遺伝資源については、その特性の評価を行うとともに、配布に活用す

る。

イ きのこ類等の遺伝資源の収集、保存及び配布

きのこ類等微生物の遺伝資源について、概ね１００点を探索・収集し、増殖・保

存及び配布を行う。

ウ 種苗等の生産及び配布

新品種等の種苗について、都道府県等の要望する期間内に全件数の９０％以上を
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配布することを目標に、計画的な生産と適期配布に努める。

このほか、要請に応じて木材等の標本の生産及び配布を行う。

２ 水源林造成事業等の推進

(1) 水源林造成事業

ア 事業の重点化の実施

効果的な事業推進の観点から、新規契約については、２以上の都府県にわたる流

域等の重要な流域やダム等の上流など特に水源涵養機能の強化を図る重要性が高い
かん

流域内の箇所に限定する。

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

ａ 公益的機能の高度発揮

水源涵養機能等の森林の有する公益的機能を持続的かつ高度に発揮させる観点
かん

から、新規契約については、広葉樹等の現地植生を活かした長伐期で、かつ主伐

時の伐採面積を縮小、分散化する施業方法に限定した契約とする。

また、既契約分については、現況等を踏まえつつ、長伐期施業、複数の樹冠層

へ誘導する複層林施業等に施業方法を見直す。

ｂ 期中評価の反映

期中評価結果を確実かつ早期に事業実施に反映させるため、評価を踏まえ作成

したチェックシートを活用し事業を実施する。

ｃ 搬出間伐と木材利用の推進

① 二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止や循環型社会の形成等に資

する観点から、搬出間伐を推進する。

また、保安林の指定施業要件や契約相手方の同意など、列状間伐の実施に係

る条件整備を推進し、条件が整った箇所については、原則として、列状間伐を

実施する。

② 現場の地形や土質等の条件を踏まえて、急傾斜地における丸太組工法の法留

め工を含め、工法等を柔軟に選択しつつ、丈夫で簡易な路網の適切な整備を推

進する。

なお、その施工に当たっては間伐材の活用に努める。

ｄ 森林整備技術の高度化

① 森林施業のコスト削減、列状間伐、複層林施業及び丈夫で簡易な路網整備等

の技術について、職員及び造林者等を対象とした整備局毎の各検討会を年１回

以上開催する。

② 事業に対する研究者等の指導・助言や事業地のフィールド活用などにより、

研究開発と連携した取組を推進する。
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③ 森林農地整備センターの有する技術や施業を通じて地域の森林整備に貢献す

るため、水源林造成事業の契約地の周辺森林と一体的な路網整備や間伐等の推

進に努める。

ウ 事業内容等の広報推進

森林整備技術の普及・啓発に向け、各種の研究発表会等において２件以上発表す

る。

また、水源林造成事業に対する国民各層の理解の醸成のため、対外発表内容や事

業効果、効果事例、地域に貢献する活動等をウェブサイト(ホームページ）、広報誌

等により広報するとともに、平成２４年度分収造林契約実績のウェブサイトへの掲

載等事業実施の透明性を高めるため情報公開を推進する。

さらに、事業効果の情報提供を推進する観点から、引き続きモデル水源林におけ

るデータの蓄積を実施する。

エ 事業実施コストの構造改善

森林整備事業全体の動向を踏まえつつ作業工程を見直すなど公益的機能発揮の確

保に必要な森林施業のコストの削減に向けた取組を徹底する。

(2) 特定中山間保全整備事業

ア 計画的で的確な事業の実施

ａ 事業の計画的な実施

① 特定中山間保全整備事業については、１区域を完了し、事業を完了する。

② 事業を計画的に実施する観点から、継続区域において、関係地方公共団体等

に対し、事業実施状況の説明等を１回以上実施する。

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

全区域の完了に向けた事業規模の縮小に対応しつつ、残事業において以下の取組

を実施する。

ａ 環境の保全及び地域資源の活用に配慮した事業の実施

① 必要に応じ有識者等の助言を受ける機会を設け、環境調査や地域の環境特性

に対応した保全対策を実施する。

② 二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止に資する観点から、木材利

用に努める。

③ 資源の有効利用の観点から、建設副産物等の再生材の利用を行うなどの取組

を実施する。

ｂ 新技術・新工法の採用

① 事業の高度化を一層推進する手段として、農林水産省新技術導入推進農業農

村整備事業（以下「新技術導入事業」という。）等に登録されている新技術・

新工法の導入に努める。
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② 施設に対する愛着心の醸成と良好な維持管理に資する観点から地元説明会を

実施するとともに、農家・地域住民等参加型直営施工工事の推進に努める。

ウ 事業実施コストの構造改善

特定中山間保全整備事業の実施に当たり、計画・設計・施工・調達の最適化等に

よるコストの縮減に取り組む。

(3) 廃止・完了後の事業に係る債権債務管理､その他の債権債務及び緑資源幹線林道の

保全管理業務の実施

ア 債権債務管理業務等の実施

平成１９年度末までに独立行政法人緑資源機構（以下「機構」という。）が行っ

た林道の開設又は改良事業の賦課金及び負担金に係る債権債務、特定中山間保全整

備事業等の負担金等に係る債権債務及びＮＴＴ－Ａ資金に係る債権債務について、

徴収及び償還等の業務を確実に行う。

３ 行政機関、他の研究機関等との連携及び産学官連携・協力の強化

研究所は、国、他の研究機関、都道府県、大学等との連携強化を図りつつ効率的な研

究開発を実施するとともに、研究情報の発信と成果の利活用を促進する。

特に、東日本東日本大震災に伴う海岸林等被害、東京電力福島第一原子力発電所の事

故に伴う放射能汚染被害に的確に対応していくため、国や都道府県等との連携を強化し

て、円滑な調査実施体制を整備するとともに、先進的な海外研究機関との連携強化等に

より、成果とりまとめの迅速化、適時適切な情報発信により、放射性物質の影響評価等

に必要な取組を継続する。

自然災害や森林被害、放射性物質の森林への影響等への緊急対応のほか、喫緊の課題

となっている森林・林業の再生や活性化に資する重要な森林・林業政策に対応するた

め、行政機関等への技術情報の提供を行うとともに、行政機関が主催する各種委員会等

へ専門家の派遣を行う。

国等の策定する規格、基準等について、関係する委員会等への参加及びデータの積極

的な提供により研究開発の成果の活用に努める。

受託研究、共同研究、客員研究員制度等により、国、他の独立行政法人、都道府県、

大学、民間企業等との連携・協力を進め、効率的な研究開発の実施及び成果の利活用の

促進に努める。

産学官連携の取組として、引き続きウェブサイトを通じた最新情報の提供に取り組む

とともに、関係者・関係団体に、より分かりやすい実践的な情報の発信に努める。

森林管理局・署が主催する会議や現地検討会への出席のほか、意見・情報交換会の実

施、国有林野内に設置された試験地・検定林等における試験調査、森林管理局が行う技

術開発への協力等を通じて国有林野事業との連携を強化する。
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林業研究・技術開発推進ブロック会議等を通じて、地域又は全国的に取り組むべき課

題について協議し、各々の役割分担等を図るとともに、公立林業試験研究機関等に対し

必要な技術指導を行うことなどにより、連携・協力関係を強化する。

４ 成果の公表及び普及の促進

(1) 成果の公表及び広報

研究開発の成果等を研究報告、広報誌等の印刷物、研究所のウェブサイト、マスコ

ミ等の様々な広報手段を活用し、効率的かつ効果的な広報活動を推進する。また、社

会的に関心の高いテーマを取り上げた公開講演会や、研究成果をとりまとめたオープ

ンラボを開催し、一般市民、自治体、各種団体等との連携や地域ネットワーク作りを

通じて、国民との双方向コミュニケーションに努める。

国内学会、国際学会、シンポジウム等に参加して研究開発の成果の発表を積極的に

行う。

研究者一人当たりの論文発表数は年平均１．０報を上回るよう努める。

(2) 成果の利活用の促進

普及可能な技術情報は、分かりやすいマニュアルやデータベース等としてホームペ

ージに掲載するなどの方法により公表し、積極的に森林所有者、関係業界等への利活

用の促進を図る。

自治体、各種団体主催のイベントや展示施設等を活用して、成果の紹介や利活用を

促進する。

知的所有権については、目的に応じた取得に努め、効率的な維持管理を図るととも

に、ウェブサイト、各種展示会等を通じて情報提供し、その利活用の促進に努める。

５ 専門分野を活かしたその他の社会貢献

(1) 分析及び鑑定

民間、行政機関等からの依頼に応じ、研究所の有する専門的知識が必要とされる林

業用種子の発芽鑑定、木質材料の耐久性試験、木材の鑑定等を行う。

(2) 講習及び指導

研究成果を活用した講習の実施、国、都道府県、団体等が主催する講習会等への講

師の派遣、情報の提供等を積極的に行うとともに、これらの機関から若手研究者等を

研修生として受入れ、研究者としての人材育成・資質向上に寄与する。

海外研究機関等からの研究者を研修生として受け入れることにより、人材育成に寄

与する。

新品種等の利用を促進するため、都道府県等に対し、採種（穂）園の造成・改良技

術等の林木育種技術について、各種協議会等における指導を行うとともに、講習会を
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合計２０回を目標に開催する。

(3) 国際機関、学会等への協力

我が国を代表する森林に関する総合的研究を行う機関として、国際機関の専門家会

合及び国内外の学会等に専門家を派遣する。

政府の行う科学技術に関する国際協力・交流に協力する｡

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

１ 効率化目標の設定等

(1) 効率化目標

ア 研究開発

人件費を除く運営費交付金予算で行う業務（新規に追加されるもの、拡充分等を

除く。）については、業務の見直し及び効率化を進め、平成２４年度予算比で、一

般管理費の３％及び業務経費の１％の合計に相当する額に５０，７５７千円を加え

た額の削減を行う。

イ 水源林造成事業等

業務運営の効率化を図り、平成２２年度経費と比較して、補正予算の影響額を除

き、一般管理費については３９％、人件費については２２％（「国家公務員の給与

の改定及び臨時特例に関する法律」に準じた措置の影響額を除く。）、事業費につい

ては１６％削減する。

(2) 給与水準

給与水準については、国家公務員の水準となるよう取り組むとともに、検証結果や

取組状況を公表する。

(3) 総人件費

総人件費については、「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成２２年

１１月１日閣議決定）に基づき、政府における総人件費削減の取組及び今後進めら

れる独立行政法人制度の抜本見直しの一環として、厳しく見直しを行う。

２ 資源の効率的利用及び充実・高度化

(1) 組織等

試験林については、研究課題の変更や完了に際し、継続して存置する必要性を検討

し、計画的に設置箇所の見直しを行うとともに、データベースの整備を図る。

森林農地整備センターの現場組織については、特定中山間保全整備事業の１区域の

事業完了に併せて、廃止する。

また、近畿北陸整備局について事務・事業の効率化及び経費の削減の観点から、京

都市内へ移転・集約化する。
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(2) 保有資産

保有資産については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成２２

年１２月７日閣議決定）に基づき、引き続き、その保有の必要性について不断に見直

しを行い、法人が保有し続ける必要がないと認められるものは、支障のない限り、国

への返納等を行う。

連光寺実験林（東京都多摩市）、島津実験林（京都市伏見区）及び宇治見実験林（京

都市伏見区）については、平成２３年度に設置した保有資産検討プロジェクトチーム

において、研究終了又は継続する場合の代替となるフィールドの確保、境界確定等の

所要の措置を取りまとめるとともに、不要財産調査票の作成（連光寺実験林）を進め

る。

共同研究等による連携・協力を進め、研究施設・設備の効率的な活用を図る。

施設及び設備・機械のメンテナンスについては、アウトソーシングを行う。

書類倉庫として活用しているいずみ倉庫（福島市）については、地価及び賃貸料の

動向等の費用対効果を踏まえ、国への返納措置又は売却を検討する。

(3) 職員の資質向上

研究職員については、学位の取得に配慮しながら、国内外の大学等への国内留学や

流動研究による研究交流を促すとともに、各種研修への参加等による意欲向上、能力

啓発及び資質向上を図る。

法令等で資格や特別教育等を必要とする業務については、業務に応じて必要な資格

やそのための研修等特別教育の情報を周知するなどの取組を通じ、必要な資格取得等

に努める。

職員の法令遵守に資するため外部有識者を含めたコンプライアンス委員会を開催す

るほか、役職員への周知・徹底を図る。

男女共同参画の推進および女性研究者の活躍促進に向けた両立支援の充実のため、

男女共同参画事業の推進に努める。

３ 契約の点検・見直し

他の独立行政法人の事例等も参考に、随意契約の見直しを更に行うと共に、一者応札

・応募となっている入札についても引き続き原因の分析を行い、更に「独立行政法人の

契約状況の点検・見直しについて」における改善状況のフォローアップについて」(平

成２４年９月７日総務省行政管理局長事務連絡）に基づく取り組みを着実に実施するこ

とにより「随意契約見直し計画」「一者応札・応募改善に向けての取組」の一層の推進

を図る。

「随意契約の見直し計画」の実施状況及び契約の実施状況について引き続き公表する

とともに、「独立行政法人が行う契約に係る情報の公表について」（平成２３年６月３日
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内閣官房行政改革推進室長事務連絡）に基づく契約に係る情報の公表及び「公益法人に

対する支出の公表・点検の方針について」（平成２４年６月１日行政改革実行本部決定）

に基づく情報の公開を着実に実施することにより契約の透明性の向上に積極的に対応す

る。

入札・契約事務の適正な実施について、外部有識者を含めた契約監視委員会及び入札

監視委員会並びに監事及び会計監査人によるチェックを受ける。

監事及び会計監査人との連携強化、監査従事職員の資質の向上のための研修を行うな

ど、内部監査体制を整備し、その機能の強化を図る。

４ 内部統制の充実・強化

リスク管理活動などの取組において、ＰＤＣＡサイクルを有効に機能させるなど、全

所的な内部統制の充実・強化を図る。

５ 効率的・効果的な評価の実施及び活用

外部専門家・有識者による研究評議会を開催して、外部からの意見を聴取し、それら

を研究所の運営に適切に反映させる。

研究開発業務に関する課題ごとの自己評価に当たっては、外部専門家を含む公正な評

価を行う。

研究職員の意欲向上及び自己啓発を目的として、研究職員の業績評価を多面的な方向

から行うとともに、評価結果を資源の配分、処遇等へ適切に反映させる。

一般職員等については、組織の活性化と実績の向上を図る等の観点から、国が実施す

る評価制度に準じた評価を実施する。

第３ 財務内容の改善に関する事項

１ 研究開発

(1) 業務の効率化を反映した予算の作成及び運営

中期計画に基づき、業務の効率化を進め、確実な経費の削減を図るなど、適切な運

営に努める。

(2) 自己収入の拡大に向けた取組

研究活動の活性化及び研究成果の質の向上を図るため、積極的に競争的資金、委託

プロジェクト等の獲得に努める。業務の目的を踏まえつつ、受益者負担の適正化、寄

附金等による自己収入の確保に努める。種苗の配布について引き続き、優良種苗の普

及及び都道府県のニーズに配慮しつつ、配布価格を引き上げる。

特許の権利維持に当たっては、権利を保有する目的を明確にした上で、当該目的を

踏まえつつ、権利維持見直しを行い保有コストの低減を図るとともに、技術移転活動
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の活性化に努める。

２ 水源林造成事業等

(1) 長期借入金等の着実な償還

コスト縮減、資金の有効活用等適切な業務運営を行いつつ、長期借入金等を確実に

償還する。

なお、木材価格等に関する統計資料等を参考に、分収造林契約に基づく将来の造林

木販売収入を見積もるなど、長期借入金等に係る事業の収支バランスに係る試算を見

直す。

(2) 業務の効率化を反映した予算の作成及び運営

中期計画に基づき、業務の効率化を進め確実な経費の削減を図るなど、適切な運営

を行う。

３ 予算

(1) 研究開発

（研究・育種勘定） （単位：百万円）

区 分 金 額

収 入

運営費交付金 ８，８２９

施設整備費補助金 １，０８７

受託収入 １，５０７

諸収入 ８２

前年度より繰越 ３４６

計 １１，８５１

支 出

人件費 ６，８７６

業務経費 １，５１８

一般管理費 ８６３

施設整備費 １，０８７

受託経費 １，５０７

計 １１，８５１

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致し

ないものがある。
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(2) 水源林造成事業等

(水源林勘定) (単位：百万円)

区 分 金 額

収 入

国庫補助金 １７，８１０

政府補給金 ５

政府出資金 １０，７７８

長期借入金 ６，５００

業務収入 ５８３

業務外収入 １４７

計 ３５，８２３

支 出

業務経費 １４，１８７

造林事業関係経費 １２，４８１

特定地域等整備事業関係経費 ３４

東日本大震災復旧・復興水源林業務経費 １，６７２

借入金等償還 １４，７８８

支払利息 ３，４９３

一般管理費 ３３６

人件費 ３，０２９

業務外支出 ２０

計 ３５，８５２

（注１）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致

しないものがある。

（注２）収入の金額が予算に比して増加するときは、その増加する金額を

限度として当該収入に対応する業務に直接必要な経費の支出に充て

ることができる。

(特定地域整備等勘定) (単位：百万円)

区 分 金 額

収 入

国庫補助金 １，１８５

政府交付金 ２７７

長期借入金 ４００
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業務収入 １４，９３５

業務外収入 １９

計 １６，８１５

支 出

業務経費 １，４１７

特定地域等整備事業関係経費 １，４１７

借入金等償還 １５，２２６

支払利息 １，９５７

一般管理費 １０７

人件費 ３２１

業務外支出 １２７

計 １９，１５５

（注１）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致

しないものがある。

（注２）収入の金額が予算に比して増加するときは、その増加する金額を

限度として当該収入に対応する業務に直接必要な経費の支出に充て

ることができる。

４ 収支計画

(1) 研究開発

（研究・育種勘定） （単位：百万円）

区 分 金 額

費用の部 １０，８３６

経常費用 １０，８２１

人件費 ６，８７６

業務経費 １，３３３

一般管理費 ８２５

受託経費 １，２３１

減価償却費 ５５６

財務費用 ０

雑損 １５

臨時損失 ０

収益の部 １０，８２７
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運営費交付金収益 ８，９３４

受託収入 １，５０７

諸収入 ８２

資産見返運営費交付金戻入 ３０４

臨時利益 ０

純利益 ▲８

前期中期目標期間繰越積立金取崩額 １７２

総利益 １６３

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致し

ないものがある。

(2) 水源林造成事業等

（水源林勘定） （単位：百万円）

区 分 金 額

費用の部 ３，５４３

経常費用 ３，５４３

分収造林原価 ５０

販売・解約事務費 ３３２

復興促進業務費 ３７

一般管理費 １９１

人件費 ５１９

財務費用 ２，４１４

雑損 ０

収益の部 ３，５７１

経常収益 ３，５７１

分収造林収入 １９８

販売・解約事務費収入 ３３２

資産見返補助金等戻入 ７

国庫補助金等収益 ２，８９９

財務収益 ５

雑益 １３０
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純利益 ２８

前期中期目標期間繰越積立金取崩額 ２５０

総利益 ２７８

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致し

ないものがある。

（特定地域整備等勘定） （単位：百万円）

区 分 金 額

費用の部 ４０，３４７

経常費用 ４０，３４３

譲渡原価 ３８，１０６

一般管理費 ９６

人件費 ２０２

財務費用 １，８８１

雑損 ５７

臨時損失 ５

収益の部 ４０，２９３

経常収益 ４０，２９３

割賦譲渡収入 １２，６４７

資産見返補助金等戻入 ２５，４６０

国庫補助金等収益 ２７７

割賦利息収入 １，８９５

財務収益 ７

雑益 ８

臨時利益 ０

純利益 ▲５４

前期中期目標期間繰越積立金取崩額 ２１７

総利益 １６３

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致し

ないものがある。

５ 資金計画

(1) 研究開発
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（研究・育種勘定） （単位：百万円）

区 分 金 額

資金支出 １１，８５１

業務活動による支出 １０，２３２

投資活動による支出 １，６１１

財務活動による支出 ７

次年度への繰越 ０

資金収入 １１，８５１

業務活動による収入 １０，４１８

運営費交付金による収入 ８，８２９

受託収入 １，５０７

その他の収入 ８２

投資活動による収入 １，０８７

施設整備費補助金による収入 １，０８７

その他の収入 ０

財務活動による収入 ０

前年度からの繰越 ３４６

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致し

ないものがある。

(2) 水源林造成事業等

（水源林勘定） （単位：百万円）

区 分 金 額

資金支出 ３９，３２８

業務活動による支出 ２０，８９４

投資活動による支出 １，８２０

財務活動による支出 １４，７８８

次年度への繰越 １，８２７

資金収入 ３９，３２８
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業務活動による収入 １８，５２５

補助金収入 １７，８１０

政府補給金収入 ５

収穫等収入 ５６８

その他の収入 １４２

投資活動による収入 １，８２０

財務活動による収入 １７，２７８

前年度からの繰越 １，７０５

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致し

ないものがある。

（特定地域整備等勘定） （単位：百万円）

区 分 金 額

資金支出 ２６，０９９

業務活動による支出 ３，９８７

投資活動による支出 ２，００３

財務活動による支出 １７，１２６

次年度への繰越 ２，９８４

資金収入 ２６，０９９

業務活動による収入 １６，４０８

補助金収入 １，１８５

政府交付金収入 ２７７

負担金・賦課金収入 １３，０１６

その他の収入 １，９３１

投資活動による収入 ４，２０７

財務活動による収入 ２，３００

前年度からの繰越 ３，１８４

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致し

ないものがある。

第４ 短期借入金の限度額

(1) 研究開発

１３億円
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（想定される理由）

運営費交付金の受入の遅延等に対応するため

(2) 水源林造成事業等

２１億円

（想定される理由）

・借入金の償還（元金均等半年賦）とその財源となる負担金等の徴収（元利均等年

賦）の制度差に起因する一時的な資金不足

・その他一時的な資金不足

第５ 不要財産の処分及び不要財産以外の重要な財産の譲渡に関する計画

１ 不要財産の処分に関する計画

水源林造成事業等に係る保有資産については、事業の縮小に伴う処分や借り上げとの

費用対効果等を含めその必要性について検討する。

２ 不要財産以外の重要な財産の譲渡に関する計画

水源林造成事業等における分収造林契約等に基づく主伐及び間伐のための立木の販

売、公共事業等の実施に伴い支障となる立木の販売を計画する。

（計画対象面積の上限） １８，０００ ha

第６ 剰余金の使途

１ 研究・育種勘定

剰余金は、研究等機材及び施設の充実を図るための経費に充てる。

２ 水源林勘定

剰余金は、借入金利息及び債券利息に充てる。

３ 特定地域整備等勘定

剰余金は、経費節減・負担軽減を図る業務及び人材育成に係る経費に充てる。

第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

１ 施設及び設備に関する計画

（単位：百万円）

施設・設備の内容 予定額

研究本館南棟空調設備改修（本所）

研究本館南棟耐震改修（本所）
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自動火災報知設備改修（本所）

給水配管等改修（本所） １，０８７

ＲＩ実験棟実験室設備の改修（本所）

研究本館耐震改修（北海道支所）

非常用発電装置更新（北海道支所）

研究本館他１棟耐震改修（関西支所）

特殊実験棟耐震改修（九州支所）

本庁舎屋上防水工事及び受水槽修繕（林木育種センター）

非常用発電装置整備（北海道育種場）

非常用発電装置整備（関西育種場）

非常用発電装置整備（九州育種場）

２ 人事に関する計画

(1) 人員計画

ア 研究開発

研究開発業務の効率的かつ効果的な推進を行うため、職員の重点配置等を行う。

管理部門の効率化に伴う適切な要員配置に努める。

イ 水源林造成事業等

事業の見直し、組織の再編・統廃合及び業務運営の簡素化・効率化による職員の

適切な人事等を推進する。

(2) 人材の確保

研究職員の採用については、広く公募等により研究開発の推進に必要な優れた人材

を確保するよう努める。

３ 環境対策・安全管理の推進

「放射線障害予防規程」、「森林総合研究所環境配慮基本方針」及び「エネルギーの使

用の合理化に関する法律」等に基づき、環境対策、省エネ対策及び安全管理を推進する。

省エネルギー・省資源・廃棄物削減に係る年度目標（数値目標）を設定し、ＰＤＣＡ

サイクルを活かした、評価、改善策の検討等を行うことにより、更なる環境負荷の低減

に努める。

環境配慮等に関する国民の理解を深めるために、研究及び事業活動に係る環境報告書

を作成・公表する。

老朽設備を省エネ型の機器に改修し、効果的な運転を行うとともに省エネを図る。

薬品等の適正使用・適正管理を推進するため、薬品等の化学物質の取り扱いについて、

職場点検や所内掲示版等の注意喚起を通じて、事故・災害・環境汚染の未然防止に努め
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る。また、不用薬品、不用物品等を計画的に適正処分する。

森林農地整備センターにおける安全衛生に係る取組を実施する。

４ 情報の公開と保護

研究所の諸活動の社会への説明責任を的確に果たすため、文書資料の電子管理の充実

を図り、情報公開業務の適正かつ迅速な対応に努める。

個人情報の保護に関して、職員へ更なる周知・啓発を図り、情報管理を行い、情報の

公表と保護について、適切な処理に努める。

また、情報セキュリティ政策会議（議長：内閣官房長官）において、「政府機関の情

報セキュリティ対策のための統一基準群」が改定されたため、情報セキュリティポリシ

ーの改訂を行い、これに沿った対策を推進するため、自己点検の実施、作成した役職員

向けのハンドブック（解説資料）を適宜改訂するとともに定期的な教育、研修を実施す

る。

さらに、本年８月に森林総合研究所職員のメールアカウントが盗用される事案が発生

したことから、役職員全員を対象とした研修の緊急実施を行うとともに、「標的型メー

ル攻撃」に対する教育訓練の実施、情報セキュリティ対策に係る監査の充実、情報セキ

ュリティ対策に係る内部統制の充実・強化、e ラーニングシステムの導入による情報セ

キュリティ教育の充実を図る。

５ 積立金の処分

(1) 研究・育種勘定

前期中期目標期間繰越積立金は、前期中期目標期間中に自己収入財源で取得し、当

期中期目標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用等に充当する。

(2) 水源林勘定

前期中期目標期間繰越積立金は、借入金利息及び債券利息に充当する。

(3) 特定地域整備等勘定

前期中期目標期間繰越積立金は、負担金等の徴収及び長期借入金若しくは債券の償

還に要する費用に充当する。


